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第６回官業民営化等 WG・第 19 回市場化テスト WG 議事録（経済産業省ヒアリング） 

 

１．日時：平成１７年８月８日（月）10:30～11:30 

２．場所：永田町合同庁舎１階第１会議室 

３．項目：独立行政法人工業所有権情報・研修館  

４．出席：○規制改革・民間開放推進会議 

鈴木主査、原主査、八代主査、黒川委員、大橋専門委員、 

福井専門委員、翁専門委員、橋本専門委員、美原専門委員 

     ○経済産業省 

特許庁総務部総務課   課長              豊永 厚志 

工業所有権情報・研修館室長  菅野 公則 

       独立行政法人工業所有権情報・研修館 

人材開発統括官  高倉  成男 

流通部長    阿部 利英 

情報普及部長  田中  庸介 

 

○原主査  どうもお待たせをいたしました。おはようございます。 

  １時間という少し長めの時間を設定させていただいておりますけれども、10 分ほどお話

を、こちらからあらかじめ御質問も出しておりますので、それに沿った形で御回答をいた

だいて、残りの時間で少し意見交換をさせていただけたらというふうに思っています。 

  ちょっと今日は気もそぞろなようなところがあるかもしれませんけれども、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

  それから、こちらは今日は官業民営化のグループと「市場化テスト」のワーキンググル

ープと両方になっておりますので、去年もお越しいただきましたけれども、去年より多く

の人数になっておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○豊永総務課長  おはようございます。特許庁総務課長の豊永と申します。 

  今日は貴重な機会をいただきして、ありがとうございます。 

  昨年も大変お世話になりまして、今年は特に工業所有権情報・研修館ということで御説

明に上がった次第です。 

  本日は特許庁から、私、総務課長と情報・研修館室長が参っておりますが、併せて情報

・研修館から３人ほど、部長また人材開発統括監を呼ばせていただいてございます。よろ

しくお願いいたします。 

  お手元の２つの資料を用意させていただいてございます。縦長の資料が調査票に対する

回答でございます。比較的几帳面に書かせていただいてございます。ちょっと文字が多い

ものですから、見にくいところがございます。補うために４～５分だけ横長の資料で、業

務の概要、情報・研修館とは何ぞやというところの御説明をイントロでさせていただけれ
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ばと思ってございます。 

  １ページ目を見ていただきますと古い建物が見えますが、明治 20 年に特許局というのが

農商務省にできたときに、その図書館として発足したのが契機になってございます。 

  明治 32 年には、パリ条約に基づく中央資料館という形での位置づけも得てございます。

  平成 13 年に独立行政法人工業所有権総合情報館となってございますけれども、16 年に

業務追加をしたことを機に、情報・研修館という形に名前を変えてございます。 

  ２ページ目は、今の業務でございます。13 年４月の設立当初は４事業を対象にしており

ました。「公報閲覧事業」は公報の収集・保管・閲覧をするといったところ。 

  特許庁の審査審判に必要な資料を収集するのが２つ目。 

  ３つ目は、工業所有権の流通に必要な情報の収集・整理・提供というのが「特許流通促

進事業」でございます。 

  それに「相談事業」。この４つでございました。 

  去年の 10 月に「情報普及事業」ということで、特許電子図書館という形でインターネッ

トでの情報提供を開始してございます。併せて「研修事業」ということで、特許庁向けの

研修。またそのノウハウを使っての外部人材の育成といった事業を開始してございます。1

8 年度には特許出願に必要な情報システムの整備を業務移管する予定でございます。 

  ３ページ目は、こうした業務を各国と比較いたしてみましたが、お陰様で独立行政法人

としてやっております日本がやや一歩リードした形になっておるかと思います。各国では

依然として特許庁が自ら行っているという実態でございます。 

  ４ページ目は、特許庁の業務をいかにこの独立行政法人工業所有権情報・研修館に集約

させていただいたかということでございまして、各課がその対国民、外国特許庁、対職員

という形で行っていた業務を効率よく行う。また集約することによるシナジーを期待して

のことでございました。 

  今の体制でございます。右側に役員４人。うち非常勤２人でございますけれども、これ

に職員 79 人が付きまして、計 83 人という体制になってございます。部の構成はその下に

書いてあるとおりでございます。 

  ５ページ目でございますけれども、情報・研修館の業務。これは独立行政法人でござい

ますので、毎年度評価を受けております。13 年度Ｂ、14 年度Ａ、15 年度Ｂと来て、16 年

度はお陰様でＡを取得してございます。 

  また独立行政法人の第１中期目標期間の予備的評価として４年間の評価を受けましたけ

れども、これも下に書いてございますような閲覧者や相談者の満足度を高めているという

ことで、高い評価を得てございます。 

  さて、この「情報・研修館の業務の在り方」についての一助となればということで、６

ページ目でございますけれども、特徴でございますけれども、基本的には特許庁の内部蓄

積した情報を国民に開示していくというところがこの本質にあるわけでございまして、従

来から無償でこうしたサービスを提供してございます。 
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  ７ページ目は、こうした業務の性格柄でございますけれども、民間開放した場合の個々

の検討課題ということでございますけれども、１つには出願・審査・審判に対する影響が

懸念されております。先ほど申し上げましたように、特許庁の業務を切り出し、そのユー

ザーフレンドリーな体制をつくったわけでございますけれども、言わば出願から審査、審

判に至る過程における重要なプロセスにビルトインされているわけでございます。 

  ８ページ目は、国民の信頼性ということでございますけれども、特許庁とほぼ一体的な

独立行政法人であるという観点から、相談件数も着実に増えてございますし、全国津々浦

々までくまなく体制を組むことができているかと思っております。 

  ９ページ目は、そうした中で通常の国家公務員法よりも更に重い形で守秘義務がかけら

れているということでございます。右の表に書いてございますけれども、通常の独立行政

法人は職務上知り得た秘密という形で、国家公務員法第 100 条と同じ規定を適用になって

いるわけでございますけれども、この守秘義務につきましては、特許庁職員と同様に更に

一段出願中の発明等に関する秘密の保持、また盗用禁止という義務がかけられてございま

す。 

  ちなみに特定という形で公務員型になってございますけれども、公務員型でない非公務

員型の独立行政法人については、こうした守秘義務についてはケース・バイ・ケースとい

う形になっているわけでございます。 

  10 ページ目は国際的にも大きな役割を果たしてございます。左の１、２、３と書いてご

ざいますけれども、パリ条約における中央資料館のお話はいたしました。２つ目には、Ｐ

ＣＴ条約に基づく各国との公報情報の交換ということで、ミニマムドキュメントというこ

とで英訳したり、また和訳したりといった業務をしながら交換業務を行ってございます。 

 また、３つ目は最近でございますけれども、日米欧または日中韓における情報交換の役割

を特許庁に代わって担っているところでございます。 

  11 ページ目は、研修業務を昨年 10 月から付与してございますけれども、知財人材倍増

目標が設定されている中で、この情報・研修館は他の民間研修機関で対応できないものを

担うという役割を担っているかと存じます。 

  左下に書いてございます。既に人材育成連絡会議ということで、知財協、弁理士会、発

明協会と協議会をつくってございまして、お互いの業務に重複がないように整理をしてお

り、情報・研修館としては特許庁の審査官、または方式審査専門官等々への研修のノウハ

ウの民間伝授という形に整理をさせていただいたところでございます。 

  調査票に戻らさせていただきます。情報・研修館は、独立行政法人で役職員数が 83 人。

予算額は平成 17 年度で 131 億円ということになってございます。 

  業務については、ここに情報・研修館法に書いてある業務を羅列してございますが、先

ほど説明いたしたとおりでございます。 

  「民間開放の状況」ということでございますけれども、特許庁の審査、審判で蓄積され

ている情報。これを公報またはその他いろんな形で国民に開示していくということの性格
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上、広くあまねく確実かつ公平に公開しなければならないという使命を担っている。その

性格から民間開放は基本的に困難と考えてございます。 

  ただ、業務の内容に応じては、既に民間活力を活用しているものがございまして、それ

は後ろの方でまた御説明させていただきます。 

  「当該独立行政法人を廃止した場合の影響」ということでございますが、特許庁の出願、

審査、審判のプロセスにビルトインされてございます。年間 60 万件の出願に対する影響も

大きゅうございますし、特許庁の１日１万件近い事務処理の一翼を担っているわけでござ

います。こうした観点から、そうした国民への不利益または産業活力の維持という観点か

らは、廃止はかなり難しいと考えてございますし、かつ国際条約上の義務の履行、また海

外特許庁との情報交換ということへの支障も懸念されるわけでございます。 

  「更なる民間開放についての見解」でございます。私どもはその産業財産制度を支える

情報及び人における基盤整備という観点から、この情報・研修館にいろいろな業務を移管

し、また担当させてまいりました。今後とも特許庁の持っている１次情報。１次情報と言

いますと、２次情報は民間の情報提供事業者が既に実施しているわけでございます。生デ

ータというと言い過ぎかもしれませんが、１次情報、審査のノウハウを特許庁から集めた

り、また海外から取り寄せて、これを出願人やまた海外特許庁に返していくということを

確実に、かつ無償で行うという観点からは、基本的にこの情報・研修館を行っていく必要

があろうと思ってございますが、先ほど申し上げましたように、既に幾つかの部分は民間

開放を行っているところでございます。 

  「個別の質問項目」の１番目でございます。これについては、公報、資料の閲覧、また

それを踏まえたシステムの整備管理。いずれも民間に代替が可能ではないかということで、

それを行った場合の障害を説明してほしいということかと存じます。 

  この情報・研修館で行っている公報、資料、特許情報でございますけれども、この収集

・整理・閲覧またシステムといったものは、特許庁の審査・審判で蓄積されたものであり

ますし、また実際その実施に不可欠なものでございます。また国民が特許庁に出願を行う

際にも重要な情報になるわけでございまして、こうした重要な行政の一部の業務を民間事

業者に代替するというのは難しいかと考えてございます。 

  先ほども申し上げましたように、公報等の収集、整理、閲覧はパリ条約の義務でござい

ますし、それに基づきまして、国民に無償で公報類を提供しなければなりません。 

  それから、特許協力条約、ＰＣＴ条約でございますけれども、これも特許庁が国際調査

機関として機能するために必要なミニマムドキュメントを作成し海外に提供し、また海外

特許庁から収集し、それを日本特許庁もしくは国民に提供をするという業務でございます

けれども、海外を見ても国の機関以外が実施している例はございません。これを他の民間

事業者に任せた場合というのは業務の支障、条約の履行の遅滞等々が懸念されるわけでご

ざいます。 

  情報普及業務でございますけども、ＩＰＤＬという特許電子図書館でございますけれど
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も、これを確実に運営するということは極めて重要でございます。加えて、この図書館の

データ作成等々に当たりましては、未公開データや個人企業へのアクセス情報を扱う観点

からは、公務員と同様な規制が必要になることに留意する必要があろうと考えてございま

す。先ほど、秘密保持・盗用禁止の上乗せがあると申し上げたところでございます。いず

れにしましても、特許庁の審査、審判と一体的密接不可分な形でこうした業務を行ってい

く観点からは、情報・研修館で行うことが望ましい、必要であるというふうに考えてござ

います。 

  なお、公報の保管は埼玉に倉庫業者がおりますけれども、そうしたところに保管や運搬

を任せておりますし、また電子情報の作成に必要なデータベース。それから、海外との情

報の翻訳等々においては既に民間外注を行っているところでございます。 

  「個別の質問項目」の２つ目でございますけれども、相談業務についてのお問い合わせ

でございます。その実績と包括的な委託が可能であるか否かということでございます。相

談業務につきましては、国家公務員と同様に休日を除きすべて開館しているということで

ございます。過去３年間では４万 3,000 件、５万件、６万件と年間１万件ずつ増えてきて

いる傾向にございます。 

  この相談業務でございますけれども、一般的な法律やその制度の枠組みを教科書的に相

談を受けているというよりは、特許庁に相談が来るような、その審査・審判・登録・基準

運用等々に関わる具体の例が多うございます。こうしたものをワンストップサービスで提

供するということが、この情報・研修館の期待されている業務でございます。これらはほ

かの発明協会や日本弁理士会が費用限定的に、もしくはごく一般的な内容の情報提供を行

うという相談業務とは本質的に異なっているものであろうと考えてございまして、個々具

体であるゆえにそのマニュアル化の方法にも限界があろうかと考えているところでござい

ます。 

  行政庁に対する質問、相談について、その相談に来る方々から十分な信頼を得るという

観点からは、その守秘義務がある。または他の者との関係で中立的な立場でその情報を提

示する。また相談に乗ってくれるという体制が必要かと考えているわけでございます。こ

うした観点から、情報・研修館におきましては特許庁との人事交流を基礎にして、その出

向者を活用することにより、正確な運用解釈等々を行っているところでございます。 

  守秘義務はたびたび出てきて恐縮でございますけれども、秘密漏洩の上乗せ規定なども

整備している次第でございます。 

  マニュアル化については既に述べましたけれども、こうした個別相談については画一的

なマニュアルでは困難な面が多いと考えてございます。ちなみに全くその一般的なマニュ

アルになじむものがないかというと、そうでもないと考えてございますが、既にそうした

観点のものについては非常勤職員３人をもって当てているところでございます。 

  次のページでございます。これは特許流通業務についてのお問い合わせでございます。

特許流通の実績とこうしたアドバイザーを活用しての特許流通促進業務が地域の産業界や



 

 6

研究機関等の民間に委託した方が効率的ではないのかという御質問かと思います。 

  この特許流通アドバイザー事業でございますけれども、工業所有権の流通を促進するた

めの情報の収集・整理・提供という業務でございますけれども、実際に業務はしません。

開放可能な特許技術が集中している企業や大学、研究機関から情報を集めて、それを地域

の中小ベンチャーに移転するという形でのマッチングを図ってございます。このために単

なるインターネットや書物での情報提供だけでは不十分という面がある中で、企業等の豊

富な経験のある方をアドバイザーとして確保し、これらを活用することによって促進の波

をつくるということでございます。実績はアドバイザーを 112 名用意しておりまして、こ

れまで 5,500 件弱のライセンス等の契約に至ってございます。 

  こうした特許流通促進は知的創造サイクル、知財の創造の好循環に是非必要なものとし

て活用する観点から不可欠なものと考えてございまして、行政の一環として情報・研修館

に従来から委ねてきたところでございます。まだまだ特許流通事業者などの市場システム

が整備されていない中では、こうした業務を民間に委ねることが困難であろうと考えてい

るところでございます。 

  なお、情報・研修館では情報普及業務を通じて蓄積された特許情報、また技術動向を基

に知見を有しているということから、情報・研修館に委ねてきているところでございます。 

  この 13 年からの第１期中期計画期はこうした形で行ってまいりましたけれども、今後に

つきましては、更に外部の地方公共団体や民間事業者の活用を更に広げていくという観点

から、それらの者の資金面における負担の導入も含めて、その事業の在り方を検討するこ

ととしてございます。 

  なお、この特許流通アドバイザーの雇用、また労務面の管理、アドバイザー間の連絡と

いったところをサポートするものとして、情報・研修館から社団法人発明協会に委託を行

っているところでございます。そういう意味では一部民間開放が行われたものと考えてご

ざいます。 

  最後に、研修業務についてのお問い合わせでございます。この法人で実施しなければな

らない高度なものを除き、民間に包括的に委託した方がよいものがあると思うがどうかと

いう御指摘でございます。 

  現在「知的財産推進計画 2005」が政府ベースで決定されてございます。知財人材を倍増

するという目標がその中に含まれてございますけれども、本情報・研修館では特許庁の職

員の資質の向上。これは従来から特許庁の研修所で行ってきたわけでございますけれども、

これを活用して外部人材育成をするということが期待されております。民間の人材育成機

関で不足する部分を補強するという期待でございます。 

  まずその外部人材の研修に入る前に、特許庁の職員向け研修でございますけれども、こ

れは前身の研修所時代から審査官、審判官の研修に必要なノウハウが蓄積されてございま

す。また、方式審査専門官、方式審査などについて必要なノウハウも担当してきてござい

ました。こうした蓄積を期待されているわけでございます。 
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  登録調査機関。まずその外部の研修の第１番目に登録調査機関の調査業務、実務者に対

する研修を挙げてございますが、これは平成 15 年に改正された法律に基づきまして、外部

の調査能力を活用する、審査迅速化のために外部に特許庁から委託を行いまして、審査の

前段階で先行技術調査を行うという業務を行っているわけでございますけれども、このサ

ーチャーと呼ばれている調査実務者を育成することになってございます。 

  この育成については、修了の判断をこの情報・研修館で行うわけでございますけれども、

修了認定を受けた者を少なくとも 10 人は抱えるということが、この登録調査機関の法律上

の義務になってございます。こうした観点から、守秘義務と贈収賄といった刑法上の公務

員と同様な身分犯がこの情報・研修館に課されております。 

  御質問にありました行政機関や地方公共団体職員にも言及がありました。これは単に施

策の企画、立案のみならず、研究開発の権利化、地域企業の権利化支援といったところに

従事する方々が入るわけでございますけれども、これにつきましても特許庁の施策と併せ

て審査・審判の実務の内容の研修に努めているところでございます。ほかの団体との権利

関係の業務の調整は協議会などをつくって、これまでも心してきているところでございま

す。 

  特に中小企業向け、また弁理士会向けという形では、特許侵害警告模擬研修ということ

で、中小企業の方々の知財対応能力を向上させる観点からケーススタディーを中心として

審判官を活用した、もしくは弁理士を活用した研修を行ってきてございます。 

  審査基準討論研修は、まさに名の示すとおり、特許庁の審査基準を弁理士の方々や企業

の知財部の方々に説明し、実践的な研修を行うものでございまして、いずれも工業所有権

情報・研修館ならではの研修内容かと考えているところでございます。 

  以上で説明を終わりますけれども、情報・研修館、特許庁に代わって情報開示をする、

また特許庁の職員向け研修内容を生かして知財人材の育成に今後とも努めてまいることが

適当ではないかと考える次第でございます。ありがとうございました。 

○原主査  ありがとうございました。時間が随分長くなって、こちら側の質問の時間が短

くなりましたので、簡潔にというふうに思いますけれども、私もこの工業所有権情報・研

修館はよく存じ上げておりますけれども、ここのところ何かどんどん予算が付いて事業拡

大というようなところに行っていらっしゃるように思うのですけれども、今、御紹介のあ

った事業は特段にこちらの予算を使ってやるべきかどうかというところについては、やは

り少し疑念がありまして、各国の比較表が３ページ目にありますね。 

  これは確かにどこの国も同じようにやっているということなんですが、日本は結構、無

料という形で提供されている業務が大変多いというふうに思うのですが、ほかの国はその

辺りはいかがなんですか。どんどん予算は使っているという印象が強いんですが。 

○豊永総務課長  無料と確認できたものについては書かせていただいてございますが、書

いていないものについては有料か無料かは今、確認できてございません。ちょっと時間の

制約がございまして、判明している範囲で書いてございます。 



 

 8

  そういう意味では、有料とわかっておりますのは、アメリカの職員以外の研修のところ

が有料とわかっているわけでございますけれども、ほかについては基本的に無料ではない

かと。 

○原主査  推測なんですか。まだ確認をしているということですね。 

○豊永総務課長  判然としてございません。 

○原主査  わかりました。 

  いかがでしょうか。どなたかございますか。どうぞ。   

○大橋専門委員  おやりになっている仕事を大きく分けると、公報閲覧事業あるいは審査

審判資料の収集事業といった広い意味での情報収集普及事業と研修事業と、この２つに分

かれるので、少し一つひとつについて検討させていただきたいと思っているんです。 

  御説明では、まず広い意味での情報収集・提供事業について言えば、例えば、おっしゃ

ったように公報類の保管は埼玉のどこかの倉庫でやっているとか、いろいろもう既に関連

の法人なり公益法人に民間委託をしている業務もかなりあるという御説明で、そうします

と直営と言いますか、まさにやっている事業というのは、こういうふうに整理してよろし

いんでございましょうか。 

  大きく言って、公報資料等の特許情報の収集・整理・閲覧。これが１つ。２番目は特許

情報を提供するためのシステムの運営。こういう２つの業務が広い意味での情報収集・普

及事業で直営でおやりになっているというふうに理解してよろしゅうございますか。 

○豊永総務課長  それでよろしいかと思いますけれども、後者の方は前者の業務を遂行す

るための手段という面を持っているということだけ申し添えます。 

○大橋専門委員  そうであるとすると、なぜ既に民間委託をしている保管事業などと、あ

る意味ではその収集事業、整理、閲覧といったような仕事というのは極めて密接一体不可

分の業務だと思うんでございますが、こちらは直営で行わなければならない。こちらは民

間委託してもいいという、その差異が生じてきている原因というのがどうもよくわからな

い。 

  課長の御説明では、特許情報というのは国民の権利にとって極めて重要なものであるか

ら、その権利に関する情報というものはあまねく公平に中立に提供しなければならないか

ら、これは行政機関で行わなければならないという意味合いのことをおっしゃっていたと

思うんだけれども、民間でそういう情報の提供などを行えば、あまねく行われないのか、

あるいは公平に行われないのか、私は非常に疑問だと思うんでございます。 

  あまねく行うという意味がよくわかりませんが、あまねくというのは、ただで全国至る

ところで提供するということがあまねくという意味でございますか。 

○豊永総務課長  ２つお答えします。今のあまねくについて言えば、どういう方からの要

請に応じても、確実にかつ公平に行うという趣旨かと考えてございます。 

  最初のお問い合わせのところの民間に委ねているところとの整理が不分明であるという

御指摘かと思いますが、やはり書架は結構かさばるところがございまして、今でも一部は、
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経済産業省の資源エネルギー庁の入っている別館と申しますか、それも借用しながら地下

に多分何万冊もの本も置いてございます。 

  そうした意味で極力近くに置いて、求めに来られた閲覧者の便に供しているわけでござ

います。それでも、その最後のページにございました、何百年分のイギリスの公報類、20

0 年分ぐらいのアメリカの公報類等々、保管する分にはスペースが足りません。そうした

意味で埼玉の倉庫を借りているということでございまして、そこからの搬送を依頼してい

るというところでございます。 

  これは例えば、特許庁の警備を警備会社に依頼するというようなものと、程度論を私は

議論しているというよりは、その業務を遂行する範囲で、その業務の本質的ではないと言

いますか、譲れない部分を超えた部分のよりコストのかからない形での専門業者の活用と

いうことでは従来から行ってきているということを申し上げたわけでございまして、決し

てその収集・整理・閲覧の一部を埼玉の業者に委ねているという理解はしてございません。

○大橋専門委員  私の一番の御質問のポイントの、今、直営でやっている事業というのが、

民間に行わせるとあまねく行われなくなる可能性はあると。あるいは公正に行われなくな

る可能性がある。場合によっては継続的、恒常的な提供が行われなくなるという意味合い

であるとすれば、私はそれに反対なんですが、どうしてその民間にやるとあまねく行われ

なくなるおそれがあるんでございますか。 

○豊永総務課長  これはこの情報・研修館の職員が公務員と同様の身分を持って、国民の

どんな相談にも対応できる。また、どういう書類を見せてくれと言われたときにもその接

する情報について秘密を漏洩しない。それから、その得た情報をもって他に盗用しないと

いったようなところの安心感。これは重要だと思ってございます。単なる業務の委託とい

うものとは一線を画している。内容における質の差があるのではないかと。 

  そうした観点から、こうしたものを安全に確実に行っていくという観点から、この情報

・研修館に勝る組織はないというのが私の方の理解でございます。 

○原主査  ちょっと途中から入って大変恐縮ですが、秘密保持の点についてはどちらの独

法もヒアリングの際にそのことはおっしゃっておられて、そこは公だからとか民間だから

ということではないのではないかという、契約関係であろうということでの整理がこちら

ではかなりつけてきております。 

  その公でなければというようなところで、でも違うのではないかというふうに思うのが、

特許流通アドバイザーのことが個別の３項目目のところの質問でこちらから出させていた

だいていますが、特許流通アドバイザーがかなり活用をされていると言うんでしょうか、

機能を果たしていらっしゃるということで、5,461 件のライセンスの話なども出ておりま

して、この辺りはやはり民間と言うんでしょうか、そういった方たちが関わることによっ

て活性化をしてきたのではないかというふうに思われて、必ずしも公で秘匿と言うんでし

ょうか、囲っておくというような業務の分野ではないのではないかという印象があるので

すが、その辺りはいかがでしょうか。 
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○豊永総務課長  御質問は２つありましたので、最初の秘密保持について御説明申し上げ

ますと、横長の資料の９ページ目をお開きいただきますと、私があえてここで強調させて

いただいたのは、他の独立行政法人のように職務上知り得た秘密という国家公務員法第 

100 条の規定と同じもの。これはすべての公務員型独立行政法人にありますし、一部の相

当数の非公務員型独立行政法人にも同様の規定がございます。 

  この９ページ目で申し上げたかったのは、それはそれとして、その上に公開された瞬間

に権利性を全く失ってしまう未公開の秘密等々に接することがあるというところで、二重

の守秘義務があると。これは他の独立行政法人を調べてみましたけれども、ほかにござい

ません。秘密保持規定が２段階になっている。上乗せがあるというものはほかにございま

せん。そういった機微情報に触れるというところを申し上げたかったわけでございます。

これが１点。 

  ２つ目の特許流通アドバイザーでございまして、これは若干手前みそでございますけれ

ども、アドバイザーの方々の資質にも恵まれまして、非常に地域での評判はよろしいかと

思ってございます。 

  いろんな地域のコミュニティーで特許流通の経験を生かして、地方公共団体に助言され

るという例もあって、私どもは非常にうれしく思っているところでございますが、これに

ついての民間開放については、こういうことではないかと。既にこのアドバイザーについ

ては民間の方々の活用をさせていただいてございます。そのこと自体について、これは公

務員がやるということではないんだと思っております。どこの企業にどういう特許があり、

この特許はどこの企業のどういう技術と組み合わせればいいものを生むという目利きは、

私ども公務員よりもこういう民間におられて研究をなさった方々、また製品開発に従事さ

れた方々の方が優れているものだと思ってございます。 

  私がその情報・研修館で行った方がよろしいのではないかと申し上げたのは、全国的な

観点から、そのマネージメントを行うということの業務でございまして、そういう意味で

は一番シャッポのところに情報・研修館が他の情報提供業務、または情報公開業務という

形での蓄積を生かしてマネージしていると。ほかは発明協会に委ねて労務管理も行ってお

りますし、実際のアドバイザーは選考にも情報・研修館は関与しますけれども、優秀な民

間人材を活用しているというところを御理解いただければ幸いでございます。 

○鈴木主査  ちょっとこの表を見ますと、まるでこの特許庁職員及び情報・研修館だけが

過重な義務を負っておると言わんがばかりのことを、そう言いたいんだろうけれども、し

かし、問題は出願中の発明に関する秘密は他の国家公務員だとか何とか関係ないでしょう。

だから、それは当然他の国家公務員について、つまり特許以外のことをする人にとっては

職務上知り得た秘密であって、だから、この表はまるで他の国家公務員よりも加重にかか

っていますということを言わんがばかりだけれども、要するに出願中の秘密というのが特

許にとっては一番重要ですね。公開されたら、そんなものは秘密性が何もないわけなんだ

から。 
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  だから、特許法の中でそういう手当てがしてあるだけで、職務上知り得た問題なんだか

ら、わざとらしくここに書いて、非常に秘密守秘性が高いんですという根拠になさるのは

いかがなものか。それは職務上知り得た秘密と同じことであってね。 

  そこには要するに公務員としての守秘義務はありますということ以上の何物でもない。

仕事の性質から出願中の発明に対する秘密が特に書かれておる。最も秘密性の高いのはそ

こだというだけのことだという理解を私はします。そうすると、他の公務員よりも加重だ

という根拠にはならないということです。 

○豊永総務課長  基本的にはおっしゃるとおりだと思いますが、ちょっと補足させていた

だきますと、この２段階の下の方の職務上知り得た秘密というのは、この情報・研修館の

職員には独立行政法人通則法に基づきまして、他の独立行政法人と同様にかかってござい

ます。別途この情報・研修館法という特別法に基づいて、その情報の範囲を区切って上乗

せがかっている。要は２つの法規定がかけられていると。 

  ですから、この職務上知り得た秘密は発明以外に、例えば、明日投資してしまうんだよ

ねとか、明日会社分割してしまうんだよねといったような営業秘密、また個人のいろんな

個人情報も含めた一般的な公務員と同様のものでございますけれども、特許庁職員が他の

国家公務員から上乗せで特許法によってかかっているのと同じものが情報・研修館法で特

別にかかっているということでございます。 

○鈴木主査  では、ほかのところとは全然違う問題で、その二重にかかっているものが全

然ないと言えますか。 

○豊永総務課長  調べた限りではございません。 

○原主査  どうぞ。 

○橋本専門委員  今の守秘義務の話なんですけれども、公務員がやって、特許法上、上乗

せがあるから安全性が高いというお話なんですけれども、これは本当にそうかという疑問

があるわけですね。 

  だから、例えば、これは民間の団体に「市場化テスト」で、民間の主体にやらせたとき

に、その民間の主体は勿論、みなし公務員にするということもできるんですが、それ以上

に例えば、その出願の秘密などを漏らしたりすると、これは巨額の民事賠償責任というの

をその本人が当然負わなければいけないわけです。 

  ところが、独法であって、しかも公務員型だということになると、これは国家賠償法が

ありますから、逆に公務員は守られてしまうわけですね。国家賠償の問題になる。更に言

えば、その民間の法主体の一つである株式会社なら株式会社が業務を請け負って、そこで

やはり社会的に許されないことをした場合には、その法人は法人として恐らく刑事罰を受

けることもあるだろうし、そのマーケットと言いますか、その法人自体が倒産したり、な

くなったりということがあるわけですね。弁理士さんなどが関わっていれば、その弁理士

さんは自分の資格がなくなってしまうということになる。 

  それにもかかわらず、その独立行政法人という法主体でそういうことをやると、その独
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立行政法人自体は恐らく法律でできていますから、法律がなくならない限りはそのサンク

ションは受けないということになるわけです。 

  もうちょっと細かいことを言うと、例えば、国と独立行政法人の相互関係というところ

も、例えば、独立行政法人の情報公開法とか、その他を見ると、その国と独立行政法人の

間だから守られている部分というのがすごいあるので、だから、実はやはりその独立行政

法人がこういう非常に民間にとってセンシティブな業務を扱っているということは、結果

として安心だという側面があると言えばあるのかもしれませんが、法的に見た場合には、

むしろ責任の非常に大きな部分をこれは官の一部だからということで、結局免除されてい

て、そういう意味で実は担保というのは薄くなっているんじゃないかという感じが、これ

は法律家なら誰でもするところだと思うんですね。そこで守秘義務などがいろいろ課され

ていて、安全性が守られているということには、かなり疑問を感じるんですけれども、そ

こはどうお考えですか。 

  端的に例えば、１つ聞くとすると、独立行政法人であるということによって、まさに法

人としては非常に守られる形になっています。民間が請け負ったら、それはつぶれるし、

個人だって巨額の賠償金を請求をされるというサンクションがあるので、これをやはり除

外して論じるのは非常にバランスが悪いと疑問を持つんですが、ちょっとお考えを伺いた

いと思いますが、いかがでしょうか。 

○豊永総務課長  先生の御質問を誤解していなければ、こういうことかと思います。 

  ２点あろうかと思いますが、その民事と刑事により、それぞれどういうふうにその安全、

または国民の信頼感を担保するかということかと思いますが、その民事のみをもって、そ

うした業務に従事する者の国民への信頼感は担保しにくいのではないかと。民事はどうし

ても事務的になってしまうところもございますから、そういった部分は不十分ということ

で、いろんな刑事的な措置が刑法、または国家公務員法上あるのではないかと思っており

ます。そういう意味では民事と刑事の役割分担かと思いますが、その刑事においての議論

を先ほど申し上げたわけでございます。 

  では、その民事の責任が国家賠償という形で国にあるから、それによって守られない民

間企業よりも危機感が弱いのではないかということかと考えますけれども、おっしゃるこ

とはわかるんですけれども、そうであるかどうか、やや疑問と個人的には思います。国家

公務員たる者の矜持という部分を申し上げるつもりもござません。それはむしろ民事の場

合には、そこの職員の意識というよりは、国民の救済という観点から制度枠組みはできて

おりますから、その反射的効果をもって、その職務専念義務に対する圧力と言いますか、

抑止力と言いますか、そういうところを評価するのはなかなか難しいんだと思います。あ

くまで民事のところについては、国賠があるがゆえに国民は安心されるということをもっ

と評価すべきだと思います。 

○原主査  ここのところについては、全体的にまた整理をしたいと思いますので、申し訳

ありませんが、黒川先生の方から御質問を。 
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○黒川委員  ２つのことを伺いたいのですが、横長の紙の４ページの 79 人の職員の方が、

総務とか閲覧部、流通部、情報普及部、相談部、研修部、人材育成部と分かれているんで

すが、この中でと言うか、例えば、総務の方というのは基本的に専門性を持っているわけ

ではなくて、一般の職員の能力だと思うんですが、例えば、閲覧とか情報普及とかという

分野に関して言えば、図書館、つまり情報という分野の専門家だというのは何となく予測

ができます。相談部というところが専門性を有していそうだというのか、あるいは特許に

関する知的所有権に関する問題に専門性を持っている方だという感じがするんです。 

  全体として、この中の方々で何らかの形で専門性を持っていらっしゃる方というのがど

れぐらいいらして、ここでプロパーとしてずっといらっしゃる方はどれぐらいの人数なの

かということが知りたいというのが１つのことです。 

  そのことで言うと、先ほどから鈴木委員が言われていたように、多くの方々というのは

基本的には情報を普及したいと思っていることで、公開されている情報を取り扱っていら

っしゃる方が中心なんじゃないかと思うんです。 

  それに対して、新規に情報が手に入りそうな分野の人というのは、この中で言うと、私

の印象では相談部というところぐらいしかなさそうな感じなんですね。この 11 人の方とほ

かの方の間に何か差があるのかどうかということと、どういう方がこの 11 人の相談部とい

うところにいるのかということを知りたいというのが１つの質問の中身です。 

  もう一つの問題は、その次のページに独法の評価委員会の中で、Ｂ、Ａ、Ｂ、Ａという

評価になっていますと。私の印象では大体独法の評価委員会はみんなＡ、Ａ、Ａという感

じなんですが、なぜＢが付いていたのかと。しかも、交互にＢ、Ａ、Ｂ、Ａとなるという

のは、どこの部分が引っかかっていて、その 16 年にはＡになったというのは、どういうと

ころが改善されてＡになったというふうになっているのかということと、この中でのウェ

ートの 70％がサービスの質の向上という部分に当たっていますという説明がありました

けれども、そのサービスの質の向上という部分というのはどこなのかということです。 

  もう一つなんですけれども、独法法人の中では最近、どちらかと言うと派遣の社員の方

をできるだけ使いましょうという動きになっていて、専門の職員の分野に足りない部分に

関して、できるだけここの人数を減らしながら、派遣の職員を増やすというのが普通にな

っているのではないかと、私は予想しているのですが、ここの中ではこういうふうに公共

性というか二重に公共性がかけられているという意味だと、派遣の人などは入らないよう

な厳しい環境にあるのかどうかということも教えていただきたいと思います。 

○豊永総務課長  ４ページ目にございます、職員 79 名。役員を除いて 79 名でございます

けれども、これは全員、特許庁からの出向者でございます。そういう意味では世上プロパ

ーと言われている方は一人もいらっしゃいません。 

  ２つ目に、相談業務とそれ以外で新規の情報に接する度合いに差があるのではないかと

いうお話かと思いますけれども、実は新規の情報に接するのは、決して相談部だけではな

くて、例えば、個人の自分の出願に関する閲覧。これは結構多いわけでありますけれども、
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この閲覧情報の中にはまさに今審査中の情報が入ってございます。そういう意味では閲覧

業務についても個別情報とか未公開情報に接し得るわけでございます。 

  情報普及部で言えば電子図書館でございますけれども、このデータを特許庁からもらっ

てきて加工します。その加工の段階で接する可能性は否めません。そこで意図的にどう抽

出するかということは今、発生してございませんので、具体に申し上げるあれはありませ

んけれども、これはデータベースを情報・研修館が加工するわけでございますので、そう

いう意味ではここでも秘密情報に接する機会があると考えてございます。 

  それから、秘密情報ではございませんけれども、研修業務で申し上げると、先ほど私が

申し上げた登録調査機関の登録の可否をこの情報・研修館が研修の修了者を何人出すかと

いうことで確定するわけございますものですから、そういう意味では贈収賄の規定が重く

この研修業務にかかっているわけでございます。 

  といったことを言いますと、その総務や経理がどうのこうのというつもりはございませ

んけれども、概ねのところ、国家公務員法上の義務がかかっていることが必要な業務だと

考えてございます。 

  ３つ目の御質問ですけれども、評価委員会、Ｂ、Ａ、Ｂ、Ａでございますけれども、残

念ながら最初のＢの付いた理由は、４年前でございまして、定かに承知してございません

けれども、15 年のＢにつきましては前年Ａが付いたこともあって、これはもう一段飛躍を

期待して、従来業務をきっちりやっているところは評価できる。そういう意味では問題点

はないんだけれども、もう少し新規の事業と言いますか、業務分野の開拓に更に邁進すべ

きという気持ちを込めてＢだということを評価委員会ではいただいてございまして、非常

に複雑な心境でこのＢの評価を聞いた記憶がございます。 

  そのうち７割がサービスの向上ということにも言及されましたけれども、それはまさに

５ページ目にございますように、公報閲覧と相談に書いてございますけれども、それぞれ

小まめな工夫をさせてございます。例えば、特許庁よりも開館時間を 45 分間延長しました

ということ。それから、１台の機器の使用時間を柔軟にしましたとか、役所では余り使わ

ないプリペイドカードの使用を可能にしたといったような形での公報閲覧業務におけるサ

ービスですとか、相談業務については相談があったときには全件即日回答を返すと。役人

のたらい回しはしないと。それがワンストップの意義だと。文書で来たときにも中期目標

になっている全部２日で返すという目標も自ら内部設定してこなしてきたりもしてござい

ます。 

  そうしたところのユーザーサービス度が確実に向上しているところを評価いただいて、1

6 年度、また通期においてはＡだという理解をしてございます。 

  ４つ目の御質問でございますけれども、独立行政法人に派遣があっていいんじゃないか。

もしくはあるのではないかという御質問でございますけれども、おられます。これは先ほ

ど相談のところの非常勤職員３人と申し上げましたけれども、ほかの部でも活用している

部分がございまして、派遣、非常勤は計 20 人程度おられると思っております。 
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○原主査  どうぞ。 

○大橋専門委員  私の先ほど話で、一つひとつ仕事ごとに考えなければならないというん

だけれども、２番目の仕事の研修については、ここのペーパーの説明で言うと、１つは特

許庁の職員に対する研修。これは直営でやると。 

○豊永総務課長  はい。 

○大橋専門委員  ２番目には登録調査機関の調査業務者に対する研修。これも特許庁でや

っていると。 

○豊永総務課長  研修は情報・研修館で行っております。 

○大橋専門委員  情報・研修館が直営でやっていますね。これが２番目。 

  それから、自治体職員に対する研修。これも直営ですね。 

○豊永総務課長  はい。 

○大橋専門委員  それ以外の者に対する研修というのは、よほど専門性がなければ、弁理

士会だとかそういうところで自主的にやっているというような御説明だったと思うんでご

ざいますが、まず特許庁職員に対する研修をなぜ直営でやらなければならないのか。同様

に登録調査機関の調査業務実施者に対する研修というのをこれも直営でやっていますが、

民間ではなぜできないのか。 

  あえて説明を敷衍して言えば、非常に登録調査機関の調査業務実施者に対する研修とい

うのは、調査業務実務者というのが極めてその審査官などと密接な関係にあるからという

ようなことを言っているけれども、それは私は余り合理的な理由にはならないというよう

な感じをしています。 

  それから、自治体などの職員に対する研修、これもなぜ民間ではできないのか。直営で

やらなければならないのか。これについての理由もよくわかりません。弁理士会だとか、

あるいは発明協会だとか、更には知的財産協会といった、それなりの専門性あるいはノウ

ハウを持っている機関があるんでございますから、そういうところへ委託するということ

がなぜ不可能なのかどうかということについて、明快に御説明いただきたい。 

○鈴木主査  ちょっと関連して。 

○原主査  どうぞ。 

○鈴木主査  お話を、大橋さんが言われたけれども、聞いていますと、今まで特許庁の中

でやっていた仕事は、どちらかというと補助部門の仕事ですね。だから、そういう後方支

援の部門を切り出して、この独立行政法人をつくってやっておるというのが今の形ですね。 

  ですから、それはそれとして結構だと思いますけれども、将来の方向としては、その独

立行政法人が民営法人となって、どうして困るのです。恐らくほとんど困ることはないと

思うのです。あるいは、それがもし困るのだったら、それに対して希望者がいるのならば、

包括的な委託をしたらよいではないかというのが去年から進めてきた議論です。 

  特許庁の先行文献の調査については、もう既に外部委託を出していますね。去年は審査

についてまでそれをやろうというので、かなりいろいろな経緯がありましたけれども、と
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にかく少なくとも全然ノーではない。検討はしていただくという方向になっています。親

の方がそうなのですから、その後方支援の方は更にそれよりももう一歩進んだ形でやって

いくべきではないのでしょうか。御心配になっている点は、いつも皆さん言うけれども、

それはもう解決しているはずなのです。守秘義務の問題については、契約上で担保するこ

とで十分ではないかと我々は思うが、もしそれでは不安だと言うのだったら法律をつくっ

て、その業務に携わる者に対しては違反に対して刑法上の扱いをするということはもう確

立した話で、現に統計法などはそういうふうになっているわけですし、去年の答申にもそ

ういうことが書いてあるわけですから、余り御心配になることはないということを申し上

げておきたいのです。 

○原主査  そうですね。私もちょっと最後に補足的ですけれども、やはり今、知財立国と

いうことで、この分野に関心を持っていらっしゃる人材がどんどん出てきているというこ

とで、特許流通アドバイザーがこれほど活躍をしていらっしゃるというのも、私はやはり

そういう人材と言うんでしょうか、底上げ的なバックグラウンドはあるというふうに思い

ますので、今、鈴木さんの方でおっしゃられたように、去年確かに本体の方の話をしてお

りましたし、この辺りは本当に民間の方を活用するということをもっと進めて考えていた

だけたらというふうに思います。 

  ちょっと３人でばらばらと発言しましたけれども、よろしくお願いいたします。 

○豊永総務課長  大橋専門委員の御質問でございますが、職員向けは従来、特許庁の中で

行っていた業務でございまして、それを独法化することによってミラー効果ではございま

せんけれども、そのノウハウをより民間に伝授しやすくなると。伝授というと失礼ですけ

れども、移転させやすくなるということを考えた。また、そうした必要性があったという

ことかと思っております。 

  この職員研修につきましても、情報・研修館に委ねてございますけれども、語学とか経

済理論みたいなもの。もしくは技術の学会での修得については既に外部に委ねてございま

して、全部その情報・研修館の講義の中でやっているわけではございません。やはり長官

訓話は別にしまして、実際の事務系職員の職務。審査、審判に従事する審査官、審判官の

職務といったものを中心に、この情報・研修館で自ら実施しているというのが実態でござ

います。御理解をいただければと思います。 

  ２つ目に、登録調査機関におけるサーチャーの御質問がございました。これは１か月半、

まさに缶詰にして行うものでございますけれども、単に関係が密接というよりは、その頭

の構造、審査の前段階とは言え、見方をかなり共通なものにすることが必要かということ

でございまして、簡単にスイッチでもあれば別なんですが、それを密接な審査官とのフェ

ース・ツー・フェースな議論、もしくはケーススタディーを通じての共通の認識等々を高

めるということでございまして、そうしたノウハウを提供する者がいない組織ではなかな

か難しいのではないかというのが実態でございます。 

  しかも、これについては他の者で、鈴木座長はおっしゃいましたけれども、罰則等々の
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ない形での外注というのは、秘密もしくは贈収賄の関係で難しいのではないかと思ってい

るわけでございます。 

  次に、自治体向けのものでございますけれども、これは私どもで調べてみましたけれど

も、発明協会も知財協もすべて会員向けでございまして、非会員についてはまだ開放して

おられないんじゃないかと思います。私どもはそれ以外の方、また重複する部分があるか

と思いますけれども、実際にその審査官のものの考え方等々についての研修をやってくれ

ということがあるので、囲い込みを強制的にやることはできません。そうした要請がある

ことを受けて実施しているというところを御理解いただければ幸いでございます。 

  鈴木先生の御質問でございますけれども、後方支援を私どもは先ほど申し上げたような

理由の下に切り出したわけでございます。特許庁から独立行政法人に切り出すことに１つ

の大きな決断があったというふうに思ってございます。この中にとどめておいては、他の

民間の弁理士さんにしてもサーチャーにしても、公共団体の中の、また公設試の中の人に

しても、このノウハウを十分伝授できないと考えたわけでございまして、さはさりとて、

その秘密保持等々、また贈収賄等々の観点からは、公務員の枠内に収める必要があろうか

と考えたわけでございます。 

  原委員の御示唆でございますが、これは流通アドバイザー等々の評価をいただき、誠に

ありがとうございます。研修全体が大きなテーマになって、民間開放が大きなテーマにな

っていることは承知してございます。更につまびらかに精査してお答えをしたいと思いま

すが、現時点では今、申し上げたような法律に基づくような研修、またその審査官のノウ

ハウを知りたいという方々の要請に応じた研修を行っているという実態を御理解いただけ

れば、非常に幸いでございます。 

○原主査  ちょっと時間を過ぎましたので、どうしてもという御質問というのがこちらか

らなければ、ここで終わりにしたいと思いますけれども、やはりさらなる民間開放に向け

て検討を進めていただきたいと思います。 

  どうぞ。 

○大橋専門委員  １点だけ。資料要求をさせていただきたいと思うんだけれども、先ほど

私は２つの業務に分けたけれども、その業務ごとに既に民間委託をしている業務はどんな

ものなのか。直営でやっているものはどうなのか。それを整理した表をいただければと思

います。 

○豊永総務課長  了解しました。 

○原主査  業務の分けたものと、それに付けてある予算と、最近非常に予算が増えてきて

いるということなので、それは一体どこの部分が増えてきているのかをお願いしたいと思

います。 

○豊永総務課長  承知いたしました。 

○原主査  では、どうもお疲れさまでした。 

 


